
上記事項につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、書面交

付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主

の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律

でお送りいたします。

 電子提供措置の開始日　2023年７月27日

第42期定時株主総会

その他の電子提供措置事項

(交付書面省略事項)

■事業報告における業務の適正を確保す
  るための体制及び当該体制の運用状況

■連結計算書類における連結株主資本等
  変動計算書及び連結注記表

■計算書類における株主資本等変動計算
  書及び個別注記表

株式会社ＩＫホールディングス



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

① 当社及び当社子会社の取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制

　イ　当社は、毎月１回開催の定時取締役会のほか、常勤取締役、常勤監

査等委員、執行役員並びに主要な子会社の社長を構成員とするグルー

プ役員会を毎週１回開催し、取締役会付議事項に関する予備的検討及

び職務執行についての報告・審議・決定等を行うことにより監督機能

の向上に努める。

　ロ　当社グループは、法令・定款を遵守し、倫理を尊重する行動ができ

るように「企業信頼方針」、「倫理行動規範」を定め、周知徹底を図

るほか、社長を委員長とする「コンプライアンス・リスク管理委員

会」を当社の経営会議であるＴＯＰ会議内に設置し、コンプライアン

ス体制及びリスク管理体制の維持・向上を図る。さらに「内部通報規

程」を制定し、不正行為等の早期発見を図る。

　ハ　当社は、監査等委員会を設置するとともに、複数の社外取締役を選

任し、取締役の職務の執行について法令・定款に適合することを監視

する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

  イ  「文書管理規程」の定めるところにより、取締役の職務執行に係る

情報を文書又は電磁的媒体に記録し保存する。

  ロ　取締役は必要に応じ、常時これらの文書等を閲覧できる。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  イ  「リスク管理規程」を制定し、各部門にリスク管理の責任者を配置

することで部門ごとの自主的なリスク管理を行う。

  ロ  緊急事態発生時は「危機管理マニュアル」に従い、有事の対応を迅

速かつ適切に行うとともに防止策を講じる。

　ハ　当社グループは、各社の相互提携のもと当社グループ全体のリスク

管理を行う。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

  イ  当社グループは、常勤取締役、常勤監査等委員及び執行役員並びに

主要な子会社の社長を構成員とするグループ役員会を毎週１回開催
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し、取締役会付議事項に関する予備的検討及び職務執行についての報

告・審議・決定等を機動的に行う。

  ロ  全社的経営目標を達成するため、常勤取締役、常勤監査等委員、執

行役員及び各部門の責任者を構成員とする収益管理会議を毎月１回開

催する。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

  イ　グループ各社から定期的に経営状況の報告を受け、経営方針、問題

点等を当社取締役会に報告する。

  ロ　当社の内部監査室において、必要に応じてグループ各社の監査を実

施し、関係部署に報告する。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合にお

ける当該社員に関する事項とその社員の取締役からの独立性に関する事

項及びその社員に対する指示の実効性確保に関する事項

  イ　当社は、監査等委員会を補助する社員は配置していないが、監査等

委員から要請を受けた場合には、監査等委員会との協議により配置す

る。

  ロ　監査等委員の職務を補助すべき社員の任命等における人事権に係る

決定は、監査等委員会の同意を得て決定し、取締役からの独立性を確

保する。

　ハ　監査等委員より業務監査に必要な指示を受けた社員は、取締役から

の指揮命令、制約を受けないものとする。

⑦ 取締役及び社員等が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等

委員への報告に関する体制

  イ　取締役は、取締役会、グループ役員会等において、その担当する業

務の執行状況について報告を行う。

  ロ  監査等委員は、取締役会、グループ役員会、その他重要な会議に出

席するほか、業務執行に係る文書を閲覧し、取締役又は社員に説明を

求めることができる。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　　　監査等委員が職務執行について生ずる費用の前払又は償還等の請求を

したときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場

合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。
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⑨ その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

  イ　取締役及び社員は当社の業務又は業績に重要な影響を及ぼす事項に

ついて、監査等委員に速やかに報告する。また、監査等委員は必要に

応じて取締役及び社員に対し報告を求めることができる。

  ロ  監査等委員及び監査等委員会は代表取締役社長、内部監査室、監査

法人とそれぞれ定期的又は必要に応じて意見交換を行う。

⑩ 監査等委員へ報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

　　　監査等委員へ報告を行った当社グループの取締役及び社員に対し、不

利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

（上記の業務の適正を確保するための体制の運用状況）

① 当社及び当社子会社の取締役及び社員の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制

　　　定時取締役会のほか、毎週１回グループ役員会を開催し、職務執行に

ついての確認をしております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　　取締役会議事録は開催ごとに作成され、管理チームにて保存されてお

ります。また、稟議書についても同様であります。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　「リスク管理規程」及び「危機管理マニュアル」を基礎として、その

重要性に応じてリスク対応しております。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制

　　　定時取締役会のほか、毎週１回開催のグループ役員会及び収益管理会

議を毎月１回開催し、意思決定の迅速化及び課題に対する対策を立案・

実行しております。

⑤ 当社及び子会社からなる企業グループにおける業務の適正を確保するた

めの体制

　　　当社取締役会において、連結子会社の代表取締役から現況及び課題・

対策について報告を受けております。
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⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき社員を置くことを求めた場合にお

ける当該社員に関する事項とその社員の取締役からの独立性に関する事

項及びその社員に対する指示の実効性確保に関する事項

　　　専任の監査等委員会スタッフを置いていませんが、内部監査室と適切

に連携をとっております。

⑦ 取締役及び社員等が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査

等委員への報告に関する体制

　　　監査等委員は重要な社内会議に参加し、取締役又は社員から意見・報

告を求めているほか、内部監査室と連携し各部門からの意見・報告を入

手しております。

⑧ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その

他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

　　　監査等委員の職務執行について生ずる費用はその都度、精算処理して

おります。

⑨ その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　監査等委員及び監査等委員会は定期的に代表取締役会長及び代表取締

役社長、内部監査室、監査法人とそれぞれ情報・意見交換を行い、情報

の共有化が図られております。

⑩ 監査等委員へ報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

　　　取締役及び社員が監査等委員へ報告したことにより、不利な取扱いを

受けないことを周知しております。
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( 2022年６月１日から
2023年５月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2022年６月１日期首残高 620,949 680,412 1,401,804 △233,023 2,470,143

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,083 △92,083

親会社株主に帰属する
 当 期 純 損 失

△463,533 △463,533

自己株式の処分 1,017 4,812 5,829

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)
連結会計年度中の変動額
合 計

－ 1,017 △555,617 4,812 △549,787

2023年5月31日期末残高 620,949 681,430 846,187 △228,211 1,920,355

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

2022年６月１日期首残高 1,165 △902 263 34,240 2,504,647

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △92,083

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失

△463,533

自己株式の処分 5,829

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△1,165 △1,442 △2,608 18,143 15,535

連結会計年度中の変動額
合 計

△1,165 △1,442 △2,608 18,143 △534,252

2023年5月31日期末残高 － △2,344 △2,344 52,384 1,970,395

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・連結子会社の名称 株式会社アイケイ

株式会社フードコスメ

アルファコム株式会社

株式会社プライムダイレクト

I.K Trading Company Limited

艾瑞碧(上海)化粧品有限公司

当連結会計年度より、持株会社体制へ移行するため

2022年７月１日に設立した株式会社アイケイ（旧商号

株式会社アイケイ分割準備会社）を連結の範囲に含めて

おります。

② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称 株式会社ネイビーズ

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・会社等の名称 株式会社ネイビーズ

・持分法を適用しない理由 持分法非適用会社は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、アルファコム株式会社の決算日は４月30日、I.K Trading Company 

Limitedの決算日は３月31日、艾瑞碧(上海)化粧品有限公司の決算日は12月31日でありま

す。連結計算書類の作成にあたっては、アルファコム株式会社については2023年４月30日現

在の計算書類を使用し、I.K Trading Company Limitedは2023年３月31日現在の計算書類を

使用し、艾瑞碧(上海)化粧品有限公司については2023年３月31日現在で実施した仮決算に基

づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整

を行っております。

　その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 有価証券

　　その他有価証券

　　　　・市場価格のない株式等　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

　　　　　以外のもの　　　　　　　　却原価は移動平均法により算定)

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ. 有形固定資産 定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　10～47年

ロ. 無形固定資産 定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法。

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき、

当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ. 事業損失引当金 事業損失等に備えるため、今後の損失見込額を計上して

おります。

④　収益及び費用の計上基準

　当社グループは、国内及び海外における商品の販売等を主な事業としており、約束した財

又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込

まれる金額で収益を認識しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用

し、商品又は製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転さ

れる時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　また、収益は、顧客との契約において約束された対価の金額から、返品及び販売手数料等

を控除した金額で測定しております。
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当連結会計年度

商品及び製品（評価損計上後） 2,250,407

売上原価に含まれる評価損 150,748

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれ

ておりません。

⑤ 退職給付に係る会計処理の方法

　　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間

　　個別案件毎に判断し、５年以内の合理的な年数で均等償却しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

　　 商品及び製品の評価

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　　　(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　　　　　商品及び製品は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）によって測定しており、期末における正味売却価

額が取得原価よりも下落している場合、当該正味売却価額をもって連結貸借対照表価額

としております。正味売却価額は、売価から見積販売直接経費を控除して算定してお

り、売価は販売計画等に基づく予定価格により、見積販売直接経費は過去実績に将来の

見通しを加味した直接経費率により算出しております。

　　　　　また、期末時点の商品及び製品のうち一定の期間を超えて保有している滞留品につい

ては、評価減率を考慮して評価しております。評価減率は、過去の販売実績に基づき算

出しております。

　　　　　正味売却価額の見積りには不確実性を伴うため、市場環境が悪化するなどにより、正

味売却価額が想定よりも下回る場合には損失が発生する可能性があります。また、評価

減率の見積りには不確実性を伴うため、想定と乖離した場合には損失が発生する可能性

があります。
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建物 52,411千円

土地 80,097千円

計 132,509千円

短期借入金

一年内返済予定の長期借入金

長期借入金

350,000千円

153,324千円

117,044千円

計 620,368千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 315,994千円

(3) 受取手形裏書譲渡高 1,807千円

用途 場 所 種 　 類 減損損失額

事業用資産 愛知県名古屋市中村区  その他 　102,048千円

事業用資産 東京都中央区他

 建物 　 73,105千円

 その他 　 12,348千円

 差入保証金 　  2,879千円

３. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

　　　　上記①の資産に銀行取引に係る根抵当権（極度額200,000千円）が設定されております｡

４. 連結損益計算書に関する注記

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失

（190,381千円）を計上しております。

 (1)減損損失を認識した資産グループの概要

 (2)資産のグルーピング方法

　当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基礎として資産の

グルーピングを行っております。

 (3)減損損失の認識に至った経緯

　「ダイレクトマーケティング事業」において、株式会社フードコスメ及び株式会社プライ

ムダイレクトは、収益性の低下により投資額の回収が見込めないため、当該資産グループに

係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上しております。

 (4)回収可能価額の算定方法

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、正味売却価額は、売却が困難であるた

め零としております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 8,308,000株 －株 －株 8,308,000株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 634,376株 －株 13,100株 621,276株

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2022年８月18日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 92,083 12 2022年５月31日 2022年８月19日

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少13,100株

によるものです。

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

　　該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使の初日が到来していないものを除く）の目的と

なる株式の種類及び数

　　　種類　　普通株式

　　　株式数　1,070,000株
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６. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、短期的な預金等の安全性の高い金融資産で運用

し、運転資金については銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクにさらされております。

投資有価証券は、業務上の関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクにさらされ

ております。

営業債務である買掛金、未払金はそのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は決算日後、

長で４年であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

　　イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、主に各営業部門において取引先の状況を定期的にモニタリングし、取

引相手先毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の

早期把握や軽減を図っております。

　　ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価の把握を行い、非上場株式につい

ては発行体（取引先企業）の財務状況等を把握しております。

　　ハ. 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは各部門からの報告に基づき経理グループが適時に資金繰計画を作成・更

新するとともに、手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価等には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。
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連結貸借対照表計上額（※） 　時価（※） 差額

長 期 借 入 金
（1年内返済予定を含む）

(1,386,285) (1,385,951) △333

　時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長 期 借 入 金
（1年内返済予定を含む）

－ (1,385,951) － (1,385,951)

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2023年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、市場価格のない株式等（子会社株式24,428千円）は、次表には含

めておりません。また、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「買掛金」「短期借入

金」「未払金」「未払法人税等」については、短期間で決済されるものであるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（※）負債に計上されているものについては、（ ) で示しております。

(3)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び、重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成され

る当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定し

た時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の

時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それぞれのインプ

ットが属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を分類してお

ります。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産および金融負債

　該当事項はありません。

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産および金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明

長期借入金（１年内返済予定を含む）

長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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報告セグメント

調整額

（注）

連結損益計

算書計上額
ダイレクト

マーケティ

ング事業

セールスマ

ーケティン

グ事業

ITソリュー

ション事業
計

売上高

ＴＶ 1,639,482 － － 1,639,482 － 1,639,482

ＥＣ 1,146,817 － － 1,146,817 － 1,146,817

ＳＨＯＰ 1,220,852 － － 1,220,852 － 1,220,852

生協・通販 － 8,263,601 － 8,263,601 － 8,263,601

店舗 － 1,365,325 － 1,365,325 － 1,365,325

海外 － 22,900 － 22,900 － 22,900

ＩＴｿﾘｭｰｼｮﾝ － － 518,766 518,766 － 518,766

その他 － － － － 1,320 1,320

顧客との契約か

ら生じる収益
4,007,151 9,651,827 518,766 14,177,746 1,320 14,179,066

外部顧客への売

上高
4,007,151 9,651,827 518,766 14,177,746 1,320 14,179,066

７．収益認識に関する注記

　（1）収益の分解情報

（単位：千円）

（注）調整額は非連結子会社からの経営指導料であります。
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当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

返金負債 82,151 92,466

当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

契約負債 23,127 70,053

(1) １株当たり純資産額 249円52銭

(2) １株当たり当期純損失 60円34銭

　（2）収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約における履行義務の充足の時期及び取引価格の算定方法等については、

「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　（４）会計方針に

関する事項　④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①返金負債

　当社グループでは、商品販売に対し将来予想される返品部分に関しては、販売時に収益

を認識せず顧客への返金が見込まれる金額について返金負債を計上しております。

　また、顧客との契約から生じた返金負債の残高は以下のとおりです。

（単位　千円）

（注）返金負債は連結貸借対照表上流動負債「その他」に計上しております。

②契約負債

　顧客との契約から生じた契約負債の残高は以下のとおりです。

（単位　千円）

（注）１．契約負債は連結貸借対照表上流動負債「その他」に計上しております。

　　　２．当連結会計年度の期首現在の契約負債は、ほとんどすべて当連結会計年度の収

益として認識されています。

　　③残存履行義務に配分した取引金額

　当社グループにおいては、個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、

残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。なお顧客との契約から生じる対価

の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

８. １株当たり情報に関する注記

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、

１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。
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９．その他の注記

　　（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

（会社分割による純粋持株会社体制への移行）

　当社は、2022年８月18日開催の第41期定時株主総会で承認されました吸収分割契約に基

づき、セールスマーケティング事業を当社の完全子会社である吸収分割承継会社の「株式

会社アイケイ分割準備会社」（2022年12月１日付で「株式会社アイケイ」に商号変更）に

承継いたしました。

　これに伴い、当社は2022年12月１日付で「株式会社ＩＫホールディングス」に商号変更

し、持株会社体制に移行しました。

１．取引の概要

（１）対象となった事業の内容

　セールスマーケティング事業

（２）企業結合日

　2022年12月１日

（３）企業結合の法的形式

　当社を吸収分割会社とし、当社の100％子会社である株式会社アイケイ分割準備会社を

吸収分割承継会社とする吸収分割方式

（４）結合後企業の名称

　分割会社：株式会社ＩＫホールディングス

　承継会社：株式会社アイケイ

（５）会社分割の目的

　当社は、「ファンつくり」を経営理念として掲げ、「私たちの商品を通じて、お客様の

生活満足度向上とサスティナブルな社会を実現すること」を大きな使命として成長してま

いりました。現在の経営環境は、新型コロナウイルス感染症拡大により企業業績は業種間

格差が顕著になり、個人消費は総じて低調な状況が続いております。当社グループにおい

ても、巣ごもり需要により恩恵を受ける販路もあれば、商業施設の臨時休業や外出自粛な

どによりダメージを受ける販路もあり、当社グループを取り巻く経営環境は依然として不

透明な状況であります。

　このような厳しい環境の中において、今後の当社グループの業容拡大及び企業価値の向

上を見据えたとき、成長のエンジンとして、重点投資領域であるM&A戦略の遂行、事業ポ

ートフォリオマネジメントの強化、ガバナンス体制の充実、人材育成の強化が不可欠と考

え、持株会社体制への移行が必要であると判断いたしました。

　当社は、持株会社体制への移行後、引き続き上場会社として経営における意思決定のス

ピードアップ、柔軟な戦略策定、経営資源の 適配分、監督と執行の機能分離と権限委譲

を進め、新規事業や経営人材の創出を進めることで、グループとしての企業価値の 大化

を目指してまいります。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　

2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。
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( 2022年６月１日から
2023年５月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積立金
繰越利益
剰 余 金

2022年６月１日期首残高 620,949 543,649 134,763 678,412 9,500 400,000 1,127,475 1,536,975

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △92,083 △92,083

当 期 純 損 失 △492,882 △492,882

自己株式の処分 1,017 1,017

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 1,017 1,017 － － △584,965 △584,965

2023年5月31日期末残高 620,949 543,649 135,780 679,430 9,500 400,000 542,509 952,009

株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算
差 額 等
合 計

2022年６月１日期首残高 △233,023 2,603,313 1,165 1,165 34,240 2,638,720

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △92,083 △92,083

当 期 純 損 失 △492,882 △492,882

自己株式の処分 4,812 5,829 5,829

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

△1,165 △1,165 18,143 16,977

事業年度中の変動額合計 4,812 △579,136 △1,165 △1,165 18,143 △562,158

2023年5月31日期末残高 △228,211 2,024,177 － － 52,384 2,076,561

株主資本等変動計算書
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個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

    子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　　　・市場価格のない株式等　　　　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し売

　　　　　以外のもの　　　　　　　　　却原価は移動平均法により算定）

　　・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　　　　　　　　　定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）及び2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物については定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　10～47年

② 無形固定資産　　　　　　　　　定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づ

き、当事業年度負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

④ 関係会社事業損失引当金 関係会社の事業に伴う損失に備えるため、当社が負担

することとなる損失見込額を計上しております。

　(4) 収益及び費用の計上基準

　当社は、2022年12月1日付で持株会社体制に移行しており、移行前の収益及び費用の計上基

準は、「連結注記表 １.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記(4)

会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

　当社の収益は連結子会社からの経営指導料、受取配当金及び不動産賃貸収入等になりま

す。経営指導料は子会社への契約内容に応じた受託義務を提供することが履行義務であり、

業務が実施された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識して

おります。受取配当金は、配当の効力発生日をもって収益を認識しております。
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建物 52,411千円

土地 80,097千円

計 132,509千円

短期借入金

一年内返済予定の長期借入金

長期借入金

350,000千円

153,324千円

117,044千円

計 620,368千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 218,052千円

① 短期金銭債権 600,925千円

② 長期金銭債権 1,479,278千円

　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれ

ておりません。

２．表示方法の変更に関する注記

　（貸借対照表）

　前事業年度まで独立掲記しておりました「原材料及び貯蔵品」「前渡金」については、金

額的重要性が乏しいため、当事業年度においては、流動資産の「その他」に含めて表示して

おります。なお当事業年度の「原材料及び貯蔵品」は193千円、「前渡金」は1,317千円であ

ります。

　前事業年度まで独立掲記しておりました「投資有価証券」については、金額的重要性が乏

しいため、当事業年度においては、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。なお当事業年度の「投資有価証券」は0千円であります。

　（損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めていた「受取配当金」は、金額的重要性が

増したため、当事業年度より独立掲記しております。

　なお、前事業年度の「受取配当金」は863千円であります。

３. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

　　　　上記①の資産に銀行取引に係る根抵当権（極度額200,000千円）が設定されております｡

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
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(1) 売上高 476,868千円

(2) 仕入高 569,632千円

(3) 販売費及び一般管理費 4,468千円

(4) 営業取引以外の取引高の総額 43,545千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 634,376株 －株 13,100株 621,276株

繰延税金資産

賞与引当金 1,073千円

退職給付引当金 19,601千円

長期未払金 49,174千円

関係会社株式評価損 60,073千円

貸倒引当金 358,604千円

株式報酬費用 23,944千円

分割承継法人株式 52,591千円

その他 24,223千円

繰延税金資産小計 589,287千円

評価性引当額 △494,633千円

繰延税金資産合計 94,653千円

繰延税金負債

未収事業税 △517千円

　その他 △156千円

繰延税金負債合計 △673千円

繰延税金資産の純額 93,979千円

４. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

　　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の減少は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものです。

６. 税効果会計に関する注記

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当

該差異の原因となった主な項目別内訳

　       　法定実効税率　　　　　　　　　　　                 30.6％

　　　　　　（調整）

　　　　　 永久に損金に算入されない項目　                    △1.3％

　　　　　 住民税均等割　　　　　　　　　　　                △0.7％

　　　　　 評価性引当額の増減　　　　　　　　　　　　　　　 △39.8％

　　　　　 受取配当金益金不算入　　　　　　　　　　　　　　　　0.6％

　　　　　 その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　1.3％

　　　　　 税効果会計適用後の法人税等の負担率　　            △9.3％
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種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合

関連当事者との関係 取 引 内 容
取 引 金 額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社 ㈱ ア イ ケ イ
所有
 直接　100.0％

役務の提供

会社分割
(注1)

経営指導等
(注2)

資金の立替

分 割 資 産

分 割 負 債

265,200

350,949

3,808,860

1,297,267

売掛金

その他
(流動資産)

　　　　―

　　　　―

60,714

62,061

―

―

子 会 社 ㈱フードコスメ
所有
 直接　100.0％

資金の援助

役員の兼任

資金の貸付
(注3)

資金の回収

利息の受取
(注3)

430,000

95,040

2,668

短期貸付金
長期貸付金
  (注4)

―

165,712
 622,900

―

子 会 社 ア ル フ ァ コ ム ㈱
所有
 直接   97.8％

資金の援助

資金の貸付
（注3）

資金の回収

利息の受取
（注3）

―

45,696

1,048

短期貸付金
長期貸付金

―

  45,696
  83,792

―

子 会 社 ㈱プライムダイレクト
所有
 直接  100.0％

資金の援助

役員の兼任

資金の貸付
(注3)

 資金の回収

利息の受取
(注3)

業務委託料
(注2)

523,021

448,376

6,579

13,122

短期貸付金

長期貸付金
（注5）

―

―

165,216

660,913

―

―

子 会 社 ㈱ ネ イ ビ ー ズ
所有
 直接  100.0％

資金の援助

資金の貸付
(注3)

 資金の回収

利息の受取
(注3)

71,000

34,400

713

短期貸付金
長期貸付金

―

―

67,200
 87,477

―

―

７. 関連当事者との取引に関する注記

    子会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注1）2022年12月1日を効力発生日として、当社のセールスマーケティング事業を子会社であ

る株式会社アイケイ（旧商号「株式会社アイケイ分割準備会社」）に吸収分割により

承継いたしました。

　（注2）経営指導等及び業務委託料につきましては、業務の内容を勘案し双方協議のうえ合理

的に決定しております。
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(1) １株当たり純資産額 263円33銭

(2) １株当たり当期純損失 64円16銭

　（注3）子会社に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定して

おり、返済期間は５～７年としております。なお、担保は受け入れておりません。

　（注4）当事業年度において、㈱フードコスメに対する貸付金等の期末残高に対して405,484千

円の貸倒引当金及び126,434千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

　（注5）当事業年度において、㈱プライムダイレクトに対する貸付金等の期末残高に対して

727,625千円の貸倒引当金及び436,355千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

８. 収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針

に係る事項に関する注記（4）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、

１株当たり当期純損失であるため、記載しておりません。

10. その他の注記

　　（企業結合等関係）

　連結注記表における「9.その他の注記（企業結合等関係）」に同一の内容を記載している

ため、注記を省略しております。
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